
 
 

令和８年度被災者支援総合交付金（第１回） 
交付可能額通知について 

 
令和８年度被災者支援総合交付金（第１回）について、以下のとおり、 

令和８年４月１日付で交付可能額を通知する。 

 
 
１．交付可能額について 

被災３県をはじめとする２５自治体及び１団体※１から提出された 
事業計画に対して行う交付可能額は、１億５，８９７万円※２ 

 

 ※１ 被災者見守り・相談支援事業について、自治体以外の団体から申請されたもの。 

※２ 今回の交付可能額は、令和７年度からの継続事業であって、令和８年度暫定予算期間中に、

切れ目なく継続して実施する必要がある事業を計上するもの。 

 

  

２．主な事業（計数は交付可能額） 
① 被災者支援総合事業 ≪(１)～(６) 計８０，６１７千円≫ 

（１）住宅・生活再建支援事業 ≪４，３１８千円≫ 

（２）コミュニティ形成支援事業 ≪１，９３９千円≫ 

（３）「心の復興」事業 ≪８，６５９千円≫ 

（４）被災者生活支援事業 ≪４９，２４８千円≫ 

（５）被災者支援コーディネート事業 ≪ ０円≫※団体直接執行分除く。 

  （６）県外避難者支援事業 ≪１６，４５３千円≫ 

② 被災者見守り・相談支援事業 ≪２２，２９４千円≫ 

③ 仮設住宅サポート拠点運営事業 ≪１，２５１千円≫ 

④ 被災者の心のケア支援事業 ≪２７，３４６千円≫ 

⑤ 被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業 ≪２４，０２７千円≫ 

⑥ 福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業 ≪ ０円≫ 

※第１回申請無し。 

⑦ 子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業 ≪３，４３５千円≫ 

 

 

《添付資料》 

・別紙：令和８年度被災者支援総合交付金（第１回）交付可能額（自治体等別） 

 

 

 

 

令和８年４月１日  

復 興 庁 

本件連絡先： 

（復興庁被災者支援班・厚生労働班） 

担当：梅田、鈴木（貴） 

電話：０３－６３２８－０２７１ 



（単位：千円）

自治体名 交付可能額【国費】

1 岩手県 11,050

岩手県内自治体　計 11,050

2 宮城県 2,119

宮城県内自治体　計 2,119

3 福島県 101,297

4 福島市 48

5 郡山市 4,594

6 いわき市 1,563

7 相馬市 568

8 田村市 464

9 南相馬市 4,502

10 川俣町 351

11 広野町 1,150

12 楢葉町 2,173

13 富岡町 5,523

14 川内村 62

15 大熊町 845

16 双葉町 3,591

17 浪江町 6,429

18 葛尾村 959

19 飯舘村 3,588

福島県内自治体　計 137,707

小計 150,876

20 北海道 419

21 秋田県 203

22 山形県 2,113

23 神奈川県 181

24 新潟県 438

25 愛知県 540

3,894

団体名 交付可能額【国費】

26 一般社団法人社会的包摂サポートセンター 4,200

4,200

158,970

小計

合計

小計

令和８年度被災者支援総合交付金（第１回） 交付可能額（自治体等別）

別紙
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